
 1. 重要な会計方針

(1)有価証券の評価基準及び評価方法

①基本財産として保有する債券は、満期日まで売却を予定していない債券であるため、満期保有目的の債券として

　　　(注)基本財産のうち、2,467,255,373円を理事会及び評議員会の承認を得て私学振興事業引当資産に移した。

(3)固定資産の減価償却の方法

定額法によっている。

賞与引当金は、翌期に支給予定の賞与支給見込額のうち当期に帰属する額を計上している。

(5)消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税込方式によっている。

 2. 基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。 （単位：円）

科　　　目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

 基本財産

投資有価証券等 1,000,000,000 1,000,000,000

　　　小　　　計 1,000,000,000 0 0 1,000,000,000

 特定資産

役員退職慰労金引当資産 8,920,000 1,500,000 10,420,000

退職給付引当資産 1,153,733 17 433,950 719,800

減価償却引当資産　 441,665,120 165 36,606,848 405,058,437

私学振興事業引当資産 2,938,985,435 50,000,123 288,521,377 2,700,464,181

私学振興事業準備資金 148,000,000 5,486,002 142,513,998

小野山基金引当資産 16,545,120 1,514 16,546,634

退会一時金預り金引当資産 119,352,562 12,009,119 16,280,851 115,080,830

　　　小　　　計 3,674,621,970 63,510,938 347,329,028 3,390,803,880

　　　合　　　計 4,674,621,970 63,510,938 347,329,028 4,390,803,880

減価償却引当資産　売却損　 36,606,848円

私学振興引当資産　売却損　 288,521,377円

私学振興事業準備資金　売却損　 5,486,002円

　　　　　　　　　計 330,614,227円

財務諸表に関する注記

　　　(注)当期増減額には、投資信託売却によって生じた売却損益が次のとおり含まれている。

　取得価額によって評価した。

　(4)引当金等の計上基準

新型コロナウィルスの世界的拡散により、令和2年3月早々に世界経済はリーマンショックを凌ぐ世界恐慌の様相を呈し、

当振興会が保有する投資信託の価格も急落したため、このまま保有を続けると年度末に多額の評価損を生ずると判断して、

3月10日に保有する全ての投資信託を売却した。

役員退職慰労金引当金は、役員報酬規程に基づき退任の際の要支給額の全額を計上している。

職員退職給付引当金は、退職金規程に基づき自己都合退職の際の要支給額の全額を計上している。

　（2)新型コロナの世界的拡散に伴い全ての投資信託を売却した。



 3. 基本財産及び特定資産の財源等の内訳

基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。 （単位：円）

(うち指定正味財産 (うち一般正味財産 (うち負債に

　　　からの充当額) 　　　からの充当額) 　対応する額)

 基本財産

投資有価証券等 1,000,000,000 (0) (1,000,000,000)

　　　小　　　計 1,000,000,000 (0) (1,000,000,000)

 特定資産

役員退職慰労金引当資産 10,420,000 (0) (0) (10,420,000)

退職給付引当資産 719,800 (0) (0) (719,800)

減価償却引当資産　 405,058,437 (0) (405,058,437)

私学振興事業引当資産 2,700,464,181 (0) (2,700,464,181)

私学振興事業準備資金 142,513,998 (0) (142,513,998)

小野山基金引当資産 16,546,634 (0) (16,546,634)

退会一時金預り金引当資産 115,080,830 (0) (0) (115,080,830)

　　　小　　　計 3,390,803,880 (0) (3,264,583,250) (126,220,630)

　　　合　　　計 4,390,803,880 (0) (4,264,583,250) (126,220,630)

 4. 固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。 （単位：円）

科　　　目 取 得 価 額 減価償却累計額 当期末残高

建　　　物 1,333,990,526 549,258,657 784,731,869

建物付属設備 534,330,973 463,948,877 70,382,096

構　築　物 25,350,000 25,349,998 2

什 器 備 品 110,300,098 94,310,263 15,989,835

　　　合　　　計 2,003,971,597 1,132,867,795 871,103,802

満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は、次のとおりである。  （単位：円）

種類及び銘柄 帳 簿 価 額 時　　価 評価損益

ユーロ円債　CDCIXIS 200,000,000 321,054,000 121,054,000

ユーロ円債　ﾄﾞｲﾂ復興金融公庫 100,000,000 61,300,000 -38,700,000

ユーロ円債　ﾙｸｾﾝﾌﾞﾙｸﾞ貯蓄銀行 200,000,000 134,560,000 -65,440,000

京都市債　第15回浪漫債 100,000,000 99,980,000 -20,000

京都府債　令和元年度第3回公募 100,000,000 99,770,000 -230,000

京都府債　令和元年度第11回公募 100,000,000 99,910,000 -90,000

　　　合　　　計 800,000,000 816,574,000 16,574,000

 5. 満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

科　　　目 当期末残高


